
第６回みどりの食料システム戦略に係る意見交換会 

（生産者（畑作・その他）） 

 

日時：令和３年２月３日（水）15:30～17:00 

場所：オンライン開催 

参加者：別紙参照 

 

【先方コメント概要】 

・  本戦略は 2050 年に向けた KPI を定め、バックキャストで行う

ものであるため、野心的な目標策定は非常に重要。 

 

・  本戦略により次世代へ農業のあるべき姿を残せると良い。 

 

・  微生物機能の解明やバイオスティミュラントを基にした環境整

備が進めば、化学農薬・化学肥料に頼らない栽培も可能。 

 

・  基盤整備と農業技術の組み合わせによるコスト削減やロボット

技術の活用等による化学農薬・化学肥料の削減が可能になれば、

楽しい農業が見えてくる。 

 

・  現行の品種では定期的な予防防除が必要であるため、化学農薬

使用量の削減は難しい。 

 

・  2050 年に向けて化学農薬の削減を図るには、育種技術の進展も

必要だが、予防散布も減らすべき。 

 

・  化学農薬削減での課題は除草剤。削減のためには農薬使用のエ

ビデンスをヨーロッパ並みの厳しい基準で検証すべき。予防的、

治療的に使用される農薬の検証及び分析が必要。 

 

・  化学農薬・化学肥料の使用方法について、GAP のような仕組み

や基準を設け、ルール化を進めることで、化学農薬・化学肥料の

削減が進むのではないか。 

 

 

 



 

・  周辺で自身のみが農薬削減や有機栽培を行い、病害虫が発生し

た場合、クレームがくるといった地域問題もある。また、ドリフ

ト問題の対応も想定するべき。 

 

・  未利用資源の活用は畜糞がポイントであるため、まず一番に耕

畜連携を進めるべき。 

 

・  有機栽培では、消費者との繋がりや作る力・売る力のバランス

が再生産を行う上でも重要。 

 

・  有機農業栽培面積については、25%の拡大は厳しいが、10%なら

ば拡大可能。 

 

・  有機農業栽培面積は、2050 年に 25%拡大のような高い目標も立

てられる。特に有機栽培技術が豊富な水田作で野心的な目標を立

てることで、数字を積み上げられるのではないか。 

 

・  技術的エビデンスが不足しているため、イノベーションを起こ

すには農研機構や農家の連携が非常に重要。 

 

・  食料供給を十分なものとするため、再生産可能な農業所得の実

現及び国産食料を選択してもらえるような国民理解を得ることが

重要。 

 

・ 物自体の品質だけでなく、環境的側面も含めた品質が評価され

るようにならなければならない。欧州では日本よりもそうした取

組が進められている。 

 

（以上） 

  



 

（別紙） 
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